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【事実の概要】

　被告人 X は、甲幼稚園の園長として、 同幼稚園の園務全体を統括する責任者とし
て他の教諭を指揮監督する立場にあり、被告人 Y は、同幼稚園の主任教諭として、
他の教諭に対して指導・助言し、園長を補佐する立場、被告人 Z は、年長組の担任
教諭であった。
　本件幼稚園では、平成４年から、愛媛県西条市内所在の宿泊施設「乙」でお泊り保
育を実施しており、その際には、同所付近を流れる河川である加茂川内において園児
らによる川遊びを実施していた。お泊り保育の準備については、例年、年長園児の担
任教諭が担当しており、平成24年度は Z が４回目の担当となった。担当者の役割や
権限等については明確な定めがなく、スケジュールの作成、保護者への配布文書等の
作成、バスの手配、乙との連絡調整、食事の手配や買出し等の準備といったことを担
当していた。また、主任教諭は、本件お泊り保育の準備に当たり、担当者に助言する
などの立場にあった。お泊り保育の実施についての決定権限は園長にあり、本件以前
にお泊り保育や遊泳（水遊び）を中止した際は、園長が主任教諭と相談した上で中止
を決定していた。
　X は、平成24年７月20日、Y 及び Z を含む同園の教諭７名とともに、同園の年長
園児31名を引率してお泊り保育を実施し、加茂川内で同園児らを遊泳させたところ、
本件遊泳場所において、折からの上流における降雨等により加茂川の水位が突如上昇
したことにより、同河川内を水から出るため移動中であった A（当時５歳）、B（当
時６歳）、C（当時６歳）ほか１名の園児が、増水した同河川の水流により下流に押
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し流され、A が同河川内で溺死し、B 及び C が加療約１週間を要する傷害を負った。

【判　旨】

　一部有罪、一部無罪（確定）。

１　予見可能性について

　⑴　増水等が起きた場合の危険性の予見について

　「被告人らは、これまでの乙におけるお泊り保育の経験等により、……本件遊泳場
所付近の加茂川の河床の状況を知っており、園児らが迅速に移動して川から上がるこ
とが困難な箇所があることを認識していた。」「また、……園児らの年齢からして行動
を統制することが容易ではなく、約半数は浮き具を着けなければ泳げなかった。この
ことは、本件計画段階において被告人らも認識し又は認識できた。」「したがって、本
件遊泳場所で園児らを遊泳させている際に、ある程度の増水等危難が生じた場合に
は、園児らを安全に退避させることが著しく困難な状況となり、これにより園児らの
生命・身体に重大な危険が及ぶ蓋然性が高いことを容易に予見できた。」

　⑵　増水等の予見可能性の有無及び内容について

　　①　計画準備のための予見可能性
　「本件遊泳場所は複数の支流が交わった場所付近に位置しているところ、これは地
図を見れば容易に知ることができる。そして、河川が降雨によって増水することは一
般に知られており、被告人３名もこのことを認識していた」。「次に、河川の状況は、
周りの環境や気象条件等の影響によって変化しやすく、水量は上流域での降雨に影響
され、遊泳場所付近が晴れていたとしても、上流域での降雨により遊泳場所付近で増
水が起こることがある……ことは一般的にもある程度知られていると思われる。」「さ
らに、本件お泊り保育の準備を行う時点において、公益財団法人河川財団（当時財団
法人河川環境管理財団）子どもの水辺サポートセンターがインターネットで公開し
ている『水辺の安全ハンドブック』……には、『今いる場所が晴れていても、上流の
雨で一気に増水する可能性がある。急に濁りがでたり枝が流れてきたら注意。』……

〔など〕との記載があった」。「インターネットを利用できる環境にある一般人が河川
の安全について調査すれば、同情報あるいはこれと同様の情報をさほど困難なく知る
ことができ、被告人らも本件幼稚園のパソコン等により知ることができた。」「した
がって、お泊まり保育開始前の計画準備段階（計画準備義務を履行することが可能な
時期）において、被告人らと同様の立場にある一般人であれば、本件遊泳場所付近に
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おいて、同所付近が晴れていても、上流域の降雨によっては、本件遊泳場所付近にお
いて増水するなどの河川の変化（増水等危難）が生じ、水量・流速が増す類型的危険
性があることを予見することができた。これは単なる危惧感ではなく、具体的な根拠
を伴う危険の予見というべきである。したがって、被告人らは、本件遊泳中に急激な
増水を典型例とする河川の変化（増水等危難）が生じた場合、園児らを安全に退避さ
せることが著しく困難な状況となり、これにより園児らの生命・身体に重大な危険が
及ぶ蓋然性が高いことを予見できるから、計画準備のための予見可能性については、
優に認めることができる。」
　　②　遊泳中止のための予見可能性
　「本件当日の午前中、本件お泊り保育に出発する前に、本件幼稚園周辺で降雨があ
り、被告人 Y 及び被告人 Z はその事実を認識していたし、 被告人らが乙に到着した
際も地面が一部ぬれ、水たまりがあったから、これらを契機に、被告人らは、本件遊
泳開始に先立ち、……天気予報等を確認した上、又は直ちに、加茂川上流域の降雨に
ついて調査することができた。」「被告人らは、上流域の天候を調査すれば、本件遊泳
開始時までに、本件遊泳場所の上流域において、少なくとも……降雨があったことを
知ることができた……と認められる。また、……被告人らは、本件お泊り保育の計画
準備段階から、本件遊泳場所の上流域における天候について調査し、増水等が発生す
る危険性を予見すべき義務を負っていたことも明らかである。したがって、園児らに
死傷結果を及ぼすような増水等危難の予見可能性は、計画準備義務を何ら果たしてい
ない状況及び……〔前記〕の事情の下では、高まりこそすれ消滅することはなかった
と認められる。」「しかしながら、前記認識可能な天気予報の内容、降雨状況や本件当
日の上流域の天候に照らせば、被告人らと同様の立場にある一般人がこれらを調査し
認識したとしても、本件遊泳場所付近において、予定していた本件遊泳時間中に、ど
のような態様の増水が、どの程度の蓋然性（確率）で生じるかについてまで明確に予
測することは困難であって……、通常人であれば遊泳すること自体を直ちに断念する
ような、気付いてからでは退避できない態様の増水……が相当程度に高い蓋然性で発
生するといった予見は不可能であったというべきである。そして、お泊り保育やそれ
に伴う遊泳には、園児らにとって相応の教育的な意義があることも否定できない。そ
うすると、危険を許容できる程度まで減少させるための措置を義務付けることはあり
得るとしても……、この程度の予見可能性に基づいて、直ちに遊泳中止を義務付ける
ことは困難であるというべきであり、……遊泳中止のための予見可能性を認めること
はできない。」
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２　結果回避義務について

　⑴　結果回避義務の根拠

　「本件幼稚園は、……保護者から登園契約により委任……を受けて幼児を保育して
おり、かかる契約に付随して、幼児の生命身体に対する安全を確保すべき義務があ
る。そして、本件お泊り保育の川遊びは、本件幼稚園の園外活動として行われる以
上、その活動の際にも同様の安全を確保すべき義務がある。なお、……結果回避義務
の具体的内容は、上記契約関係から直ちに導くことはできないため、予見可能な危険
との関係で、条理上義務付けることのできる内容を検討する。」

　⑵　計画準備義務について

　「まず、前記内容の増水等危難の予見可能性が認められる以上、……あらかじめ河
川での遊泳に伴う危険性について十分な知識を習得する義務を負うというべきであ
る。」「次に、水難事故防止にライフジャケットが有効であることは常識に属する上、
前記『水辺の安全ハンドブック』には……『水に入る場合・ライフジャケット：必ず
着用する。……』……〔など〕との記載があり、通常人においてこれを着想する契機
がある。そして、園児らがライフジャケットを適切に装着していれば、……溺死や溺
水による傷害を防ぐことができる蓋然性が高いと認められるから、園児らの溺水によ
る死傷結果についての結果回避可能性はあると認められる……。ただし、園児らがラ
イフジャケットを適切に装着していた場合であっても、増水に流されるなどする際、
河床や河川内の岩石等に接触することなどにより軽微な傷害結果を負うことはあり得
る。したがって、かかる傷害の回避可能性には疑いが残るから、この義務は、かかる
機序による傷害を防止するために義務付けられるものではないというべきである。」

「また、本件当時、財団法人河川環境管理財団（当時）の子どもの水辺サポートセン
ターでは、ライフジャケットの貸出業務を行っていたこと、適切なライフジャケット
の装着方法を園児に指導すること自体は比較的短期間で習得可能であり、そのような
者を確保した上で、同センターに申し込めば、僅かな送料負担のみで園児の人数分の
ライフジャケットを調達することができたと認められる……。そうすると、これを義
務付けたとしても、前記の類型的危険性に比して過大とはいえない。」「以上によれ
ば、本件幼稚園としては、前記計画準備のための予見可能性がある以上、増水による
危険を防止できる措置として、ライフジャケットを準備し、その予見可能性がより高
まっていた以上、本件遊泳を実施するに際し、ライフジャケットを園児らに適切に装
着させる義務（以下「ライフジャケット準備装着義務」という。）を負っていたとい
うべきである。」
　他方、「河川の濁りの変化等を感知して、水の濁り等の増水の予兆が認められた場
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合には直ちに遊泳を中止して退避する義務、園児の遊泳範囲を園児であっても有事に
迅速な移動が可能な水深の浅い範囲に限定させる義務、あらかじめ、本件遊泳場所付
近を実地調査し、有事の避難方法・経路・場所等を十分に検討・確認し、その情報を
引率者及び園児全員に対して周知し、実際に増水等危難が発生した場合には、各園児
や各引率者にあらかじめ定めた退避方法等に従って速やかに退避させる義務について
は、仮にそれを履行したとしても、園児らが本件増水により流されることとなった疑
いを否定できず、結果回避可能性があったと認めることはできない。」「以上のとお
り、……退避計画義務については結果回避可能性がなく、その違反による過失を認め
ることはできないというべきである。」

３　各被告人の注意義務の有無 

　⑴　被告人 Z について

　「被告人 Z は、本件お泊り保育の担当者であり、その具体的計画を立案するに当た
り、園児らの安全に配慮して計画を立案すべき注意義務を負っていたというべきであ
る。」「しかしながら、……お泊り保育の担当者が分掌していた職務内容は、飽くまで
も、例年どおりの枠組みの中で、お泊り保育を実施することを前提として、その活動
細目の決定や準備に関するものに限られており、その余の事項については、本件幼稚
園の園務全体を統括する園長である被告人 X を含む教諭らが構成する職員会議にお
いて検討され、決まっていくことが予定されていた。そして、従前、お泊り保育や遊
泳を中止する際の決定は園長が主任教諭に相談して判断しており、その前提情報でも
ある上流等の天候について調査すべき役割を被告人 Z が分担したといった事情は見
当たらない。したがって、被告人 Z には、退避計画義務のような個々の活動の実施
細目に当たるものでない限り、例年の安全配慮とは異なる安全面の検討を行うべき職
務は分担されていなかったと認められる。」「また、本件事実関係の下においては、被
告人 X と被告人 Z との間には安全配慮に関する前提事実について情報格差もなかっ
たと認められる。そうすると、被告人 Z は、職員会議における被告人 X の決定に対
して更に安全配慮についての進言をすべき義務もなかったというべきである。」

　⑵　被告人 X について

　「被告人 X は、ライフジャケット準備装着義務を内容として含む安全配慮義務の職
務、権限を本件幼稚園の教諭らに委ねていなかったこととなるから、本件幼稚園にお
いて、この義務を負うのは被告人 X であるというべきである。実質的に見ても、こ
れまでも、お泊り保育や遊泳の中止を決定していたのは園長であり、上流域の降雨に
より本件お泊り保育や本件遊泳を実施するか否かの決定に影響があることからして、
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明確に分掌されていない以上、その判断の基礎とすべき情報の収集は園長の職務とい
うべきである。」

　⑶　被告人 Y について

　「被告人 X が前記義務を他の教諭に分掌させていなかったことは前記のとおりであ
り、被告人 Y には、被告人 Z に対する助言等の義務はない。」「また、被告人 Y は、
主任教諭として、被告人 X を補佐する立場にあったと認められるが、本件お泊り保
育の計画準備の内容は、園長である被告人 X を含め他の教諭が出席する職員会議の
了解を経て決定され、被告人 X と被告人 Y との間に情報格差はないこと、その他、
主任教諭が本件お泊り保育に関し具体的にいかなる事務を分掌していたかを明確に示
す証拠もないことに照らすと、被告人 Y が被告人 X に対し、ライフジャケット準備
装着義務に関し進言する義務を負っていたと認めるには合理的な疑いがあるというべ
きである。」

４　注意義務違反と本件死傷との因果関係等

　「被告人 X が A にライフジャケットを適切に装着させる義務を果たしていなかった
ことにより、本件増水により同児童が流され、溺死したと認められるから、被告人 X

の過失と同児童の死亡との間に因果関係があることは明らかである。一方、ライフ
ジャケット準備装着義務は溺水以外の機序による傷害を回避するために課されるもの
ではなく、これを適切に装着していた場合であっても、……比較的軽微な傷害が生じ
ることは十分にあり得ることから、B 及び C が負った各傷害については、被告人 X

の上記義務違反により生じたと認めるには合理的な疑いが残る。よって、前記２名の
傷害に関し、被告人 X に業務上過失致傷罪は成立しない。」

【評　釈】

１　問題の所在

　本件は、幼稚園の園長として、 同幼稚園の園務全体を統括する責任者として他の教
諭を指揮監督する立場にあった X、同幼稚園の主任教諭として、他の教諭に対して指
導・助言し、園長を補佐する立場にあった Y、年長組の担任教諭であった Z が、同
園の年長園児らの川遊びを計画・引率し、その際、増水した河川の水流により下流
に押し流された園児 A が同河川内で溺死し、同 B 及び C が加療約１週間を要する傷
害を負ったことにつき、業務上過失致死傷罪の罪責を負うかが問題となった事案であ
る１）。
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　本件において争点となっているのは、①計画準備のための予見可能性の有無、②遊
泳中止のための予見可能性の有無、③遊泳中止義務の有無、④計画準備義務（ライフ
ジャケット等装着義務及び退避計画義務）の有無の４点である。以下、これらの点を
中心として、本判決について検討を行うこととする。

２　作為犯か不作為犯か

　⑴　総　説

　各争点の検討に先立って、本件における被告人らの行為は作為であるのか、それと
も、不作為であるのかについて検討しておきたい。
　この点、判例の多くは、過失犯については、それが作為犯であるのか、それとも、
不作為犯であるのかを明確にしないまま検討し、その結果、不作為犯における作為義
務と、過失犯における注意義務とを、特に区別することなく、「注意義務」としてい
るように見受けられる２）。しかし、過失犯についても、作為犯と不作為犯とを観念し
うる以上、これを明確に区別する必要がある３）。なぜならば、これが不作為犯である
とされる場合には、行為者に作為義務（保障人的地位）の発生根拠が認められなけれ
ばならないからである４）。

　⑵　本件における被告人らの行為

　では、本件における被告人らの行為は、作為というべきなのであろうか、それと
も、不作為というべきなのであろうか。
　この点、本件においては、「川遊びをさせた」という被告人らの作為が問題となっ
ているかのようにもみえる。しかし、後述するように、本件において問題となってい
るのは、被告人らが、「遊泳を中止しなかったこと」、「ライフジャケットを着用させ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１）なお、本件同様、引率者の刑事過失責任が問題となった、近時の類似の事案として、山岳ガイドが、天

候の悪化を予見して、登山客の遭難事故の発生を未然に防止すべき義務を負うか否かが問題となった、東
京高判平成27・10・30判タ1421号146頁がある（同判決の評釈として、山本紘之「判批」刑事法ジャーナ
ル49号（2016）179頁以下）。

２）岡部雅人「過失不作為犯における『注意義務』について」高橋則夫ほか編『曽根威彦先生・田口守一先
生古稀祝賀論文集［上巻］』（2014）196頁。

３）この問題について、詳しくは、山本紘之「作為と不作為の区別について─過失犯における区別を主眼と
して─」法学新報113巻3=4号（2007）515頁以下参照。

４）もっとも、その具体的な義務の内容は、作為義務（保証人的地位）の発生根拠が認められることによっ
て直ちに確定されるものではなく、本判決も指摘するとおり、予見可能な危険との関係で確定されるべき
ものである。それゆえ、過失不作為犯における作為義務の内容は、過失犯における結果回避義務の内容
と、実質的に重なり合うというべきである（岡部・前掲注 ⑵ 205頁）。
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なかったこと」、「退避計画を立てていなかったこと」であるとみられる。そのため、
本件は、過失不作為犯の成否が問題となっている事案であるというべきであろう。

　⑶　作為義務（保障人的地位）の発生根拠

　本件が、不作為犯の成否が問題となっている事案であるとすれば、被告人らの作為
義務（保障人的地位）の発生根拠は、何に求められるべきなのであろうか。
　本判決は、保護者から登園契約により委任を受けていることから、これに付随し
て、幼児の生命身体に対する安全を確保すべき義務があることを指摘している。
　もっとも、近時の学説の多くは、従来通説とされてきた、法令・契約・（先行行為
を含む）条理といった、形式的な根拠から作為義務（保障人的地位）の発生根拠を基
礎づけるのではなく、実質的な根拠によって、これを基礎づけようとしている５）。と
りわけ、「危険源管理義務」と「法益保護義務」とを問題とする見解が、近時の主流
となりつつあるように思われる６）。
　このような傾向は、近時の判例においてもみることができる７）。もっとも、近時の
判例は、一元的基準で作為義務のすべてを説明することはせずに、法令、契約、先行
行為、排他的支配、保護の引受けなどを総合考慮して、問題となる不作為を作為の実
行行為と同視できるかという観点から作為義務の有無を判断する、「総合判断説」に
立っていると評されている８）。
　本判決においても、各被告人の注意義務の有無を判断する際に、各被告人につい
て、作為義務（保障人的地位）の発生根拠の認定が、実質的には行なわれている。す
なわち、X については、お泊り保育や遊泳の中止を決定する立場にあるという職務上
の地位が、Y については、「主任教諭として、被告人 X を補佐する立場」という職務
上の地位が、Z については、「本件お泊り保育の担当者」という職務上の地位が、そ
れぞれ確認されているのである。本件においては、これらの職務上の地位が、被告人
らが「危険源管理義務」と「法益保護義務」とを負うべき立場にあることを基礎づけ
ているものとみることができよう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５）岡部雅人「公務員の過失不作為犯について─薬害エイズ事件厚生省ルート最高裁決定をめぐって─」姫

路法学49号（2009）310頁以下参照。
６）山口厚『刑法総論〔第３版〕』（2016）90頁以下、高橋則夫『刑法総論〔第３版〕』（2016）160頁以下な

ど参照。
７）最決平成17・７・４刑集59巻６号403頁〔シャクティ治療殺人事件〕など。また、過失犯に関するもの

として、最決平成20・３・３刑集62巻４号567頁〔薬害エイズ厚生省事件〕など。
８）大塚裕史「不真正不作為犯論」法学セミナー 731号（2015）96頁参照。
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　とりわけ、本件においては、川遊びという危険を伴う行事を実施したことについて
の「危険源管理義務」と、幼い命を守るという「法益保護義務」とから、被告人らの
作為義務（保障人的地位）が導かれうると考えられる。それゆえ、「法益保護義務」
の背後には、委任があることは事実であるが、委任それ自体は、作為義務（保障人的
地位）の発生根拠としては、本質的なものではないというべきであろう。

　⑷　本判決における課題

　なお、本判決においては、結果的に、X についてのみ結果回避義務（作為義務）が
認められている。これは、職務が明確に分掌されていなかったことを根拠とするもの
のようであるが、この作為義務（保証人的地位）の発生根拠の問題については、より
詳細な検討が必要だったのではないかと思われる。前述した通り、「法益保護義務」
については、その職務上の地位から、各被告人について認めることができる上に、各
被告人について、「危険源管理義務」もまた認めることができるように思われるから
である。
　とりわけ、本判決においては、被告人らの間に情報格差はなかったことが確認され
ている。「危険源管理義務」を認めるに際しては、職務上の地位も重要であるが、情
報の掌握という点も重視されるべきであることが看過されてはならないであろう９）。
　そうだとすれば、本件においては、X のみが、管理・監督者として、全ての義務を
単独で負っていたとみるのではなく、被告人らは、共同義務を負っていたとみること
も可能であって、これに共同して違反したものとして、過失犯の共同正犯の成立を認
める余地もあったのではないかと思われる10）。また、これを認めないとしても11）、被
告人ら全員に作為義務（保障人的地位）が生じていることを認め、過失の競合ないし
は過失同時犯とみる余地も、なお残されていたように思われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
９）前掲注 ⑺ 最決平成20・３・３など参照。なお、岡部・前掲注 ⑸ 293頁以下も参照。
10）過失犯の共同正犯は、判例においても認められている（最判昭和28・１・23刑集７巻１号30頁〔メタ

ノール含有ウィスキー販売事件〕、東京地判平成４・１・23判時1419号133頁〔世田谷通信ケーブル火災事
件〕など）。もっとも、本件の場合は、過失不作為犯の共同正犯ということになり、不作為犯の共同正犯
との複合問題となるため（なお、不作為犯の共同正犯が認められたものとして、大阪高判平成13・６・21
判タ1085号292頁、東京高判平成20・６・11判タ1291号306頁など）、そのように考えた場合には、相当の
難問とならざるをえないという問題も否定できない。

11）学説においては、過失犯の共同正犯を否定する見解も有力に主張されている（井田良『講義刑法学・総
論』（2008）476頁、高橋・前掲注 ⑹ 471頁など）。
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３　予見可能性

　⑴　総　説

　結果発生の予見とは、「特定の構成要件的結果及びその結果の発生に至る因果関係
の基本的部分の予見を意味する」とするのが、現在の通説的見解であり、少なくとも
下級審レベルの裁判例においては、この基準が明確に採用されている12）。
　もっとも、「特定の構成要件的結果『及び』その結果の発生に至る因果関係の基本
的部分の予見」といっても、これらが常に並存しなければならず、どちらか一方でも
欠いたら予見可能性が認められないというわけではない。重要なのは、あくまでも

「特定の構成要件的結果の予見」である。これを直接吟味することが困難な場合に、
いわば補助的な道具として用いられるのが、「因果関係の基本的部分の予見」であ
る13）。そして、このことを正面から主張する学説が、いわゆる中間項理論である14）。
　この点、本件もまた、「特定の構成要件的結果の予見」を直接吟味することが困難
な場合にあたるものということができる。それゆえ、本判決は、「因果関係の基本的
部分の予見」を認定するために、「計画準備のための予見可能性」及び「遊泳中止の
ための予見可能性」を中間項として設定することによって、結果の予見可能性の有無
を検討したものと思われる。
　このことを踏まえて、以下では、本判決における予見可能性判断について検討を行
うこととする。

　⑵　増水等が起きた場合の危険性の予見について

　本判決は、「本件遊泳場所で園児らを遊泳させている際に、ある程度の増水等危難
が生じた場合には、園児らを安全に退避させることが著しく困難な状況となり、これ
により園児らの生命・身体に重大な危険が及ぶ蓋然性が高いことを容易に予見でき
た」、との判断を示している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　
12）札幌高判昭和51・３・18高刑集29巻１号78頁〔北大電気メス事件〕など。近時のものとして、大阪高判

平成27・３・27判時2292号112頁〔JR 福知山線脱線事故〕。
13）「因果関係の基本的部分の予見」を「特定の構成要件的結果の予見」を導くための補助的道具として用

いた最高裁判例として、最決平成22・10・26刑集64巻７号1019頁〔日航機ニアミス事件〕など。また、
「因果関係の基本的部分の予見」が、このような補助的道具にすぎないものであることを明言したと思わ
れるものとして、最決平成28・５・25裁時1652号１頁〔渋谷温泉施設爆発事件〕における大谷裁判官の補
足意見がある（なお、同決定の簡潔な評釈として、岡部雅人「判批」愛媛法学会雑誌43巻1＝2号（2016）
143頁以下）。

14）前田雅英『刑法総論講義〔第６版〕』（2015）221頁参照。
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　これは、最決平成５・11・25刑集47巻９号242頁〔ホテルニュージャパン事件〕に
おける、「昼夜を問わず不特定多数の人に宿泊等の利便を提供するホテルにおいては
火災発生の危険を常にはらんでいる」、「防火管理体制の不備を解消しない限り、いっ
たん火災が起これば、発見の遅れや従業員らにより初期消火の失敗等により本格的な
火災に発展し、従業員らにおいて適切な通報や避難誘導を行うことができないまま、
建物の構造、避難経路等に不案内の宿泊客らに死傷の危険の及ぶおそれがあることを
容易に予見できたことが明らかである」、との判断と類似するものである。
　もっとも、同決定に対しては、このような出火の予見可能性は、一般的・抽象的な
ものにすぎず、結果の具体的予見可能性を基礎づけるものではない、との批判も有力
であることから15）、本判決についても、このような予見可能性だけから直ちに被告人
らの過失を基礎づけることは、結果に対する具体的な予見可能性を必要とする場合に
は、問題があるといわざるをえないであろう。それゆえ、本判決においては、以下の
２つの中間項を設定することによって、結果の予見可能性を担保することが試みられ
ているものとみられる。

　⑶　計画準備のための予見可能性 

　本判決は、本件遊泳場所の危険性や、河川の増水等危難に関する情報へのアクセス
の容易性を根拠として、本件遊泳場所付近における増水等危難の予見可能性を肯定し
ており、これは単なる危惧感ではなく、具体的な根拠を伴う危険の予見であるとす
る。そして、このことから、被告人らは、園児らの生命・身体に重大な危険が及ぶ蓋
然性が高いことを予見できるから、計画準備のための予見可能性を優に認めることが
できるとする16）。
　思うに、計画準備のための予見可能性は、「結果発生の予見」にかかるものではな
く、「因果関係の基本的部分の予見」にかかるものである。その限りにおいて、この
予見可能性を、単なる危惧感ではなく、具体的な根拠を伴う危険の予見であるとする
本判決の判断は、前述の通説的見解を前提とした場合にも、妥当なものであるといえ
よう。

　⑷　遊泳中止のための予見可能性

　本判決は、本件当日の午前中、本件幼稚園周辺で降雨があったこと、乙に到着した

　　　　　　　　　　　　　　　　　
15）上嶌一高「判批」山口厚＝佐伯仁志編『刑法判例百選Ⅰ総論〔第７版〕』（2014）119頁参照。
16）本判決と同様の構成によるものとみられるものとして、最決平成22・５・31刑集64巻４号447頁〔明石

花火大会歩道橋事件〕。
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際も地面が一部ぬれ、水たまりがあったことを「契機」として、被告人らが、本件遊
泳開始に先立ち、加茂川上流域の降雨について調査することができた旨指摘する。な
お、学説においても、予見可能性の「契機」の存在を根拠として、「情報収集義務」
を基礎づけうるか、という議論が、近時、有力に展開されている17）。
　もっとも、本判決は、「被告人らと同様の立場にある一般人がこれらを調査し認識
したとしても、本件遊泳場所付近において、予定していた本件遊泳時間中に、どのよ
うな態様の増水が、どの程度の蓋然性（確率）で生じるかについてまで明確に予測す
ることは困難であって……、通常人であれば遊泳すること自体を直ちに断念するよう
な、気付いてからでは退避できない態様の増水……が相当程度に高い蓋然性で発生す
るといった予見は不可能であった」、「この程度の予見可能性に基づいて、直ちに遊泳
中止を義務付けることは困難である」として、「遊泳中止のための予見可能性を認め
ることはできない」としている。すなわち、ここでは、「情報収集義務」は、結果回
避義務そのものではなく、結果回避義務の前提として位置づけられており、結局、本
件においては、情報収集義務を尽くしたとしても、その上での結果の予見可能性は、
なお抽象的なものにとどまるものといわざるをえず、このことから遊泳中止義務まで
は導くことができない旨示されているのである。
　本判決のこの判断もまた、結果の予見可能性は具体的なものでなければならないと
する通説的見解を前提とすれば、妥当な判断であったということができよう。

　⑸　小　括

　このようにして、本判決は、本件においては、遊泳中止までは結果回避義務として
課すことが困難であるといわざるをえないから、前述した程度の計画準備のための予
見可能性から、被告人らにどのような義務を課すことが可能であったかを、引き続い
て検討している。以下では、この点について検討を行うこととする。

４　結果回避義務

　⑴　総　説

　本判決においては、前述した通り、「遊泳中止義務」については否定されているが、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
17）山本紘之「予見可能性の『契機』について」法学新報112巻5=6号（2005）221頁以下、同「過失犯にお

ける情報収集義務について─危惧感説との関連を中心に─」法学新報112巻9=10号（2006）397頁以下、
同「予見可能性の『契機』の具体的内容について」法学新報116巻7=8号（2009）27頁以下、同「予見可
能性における『可能性』判断」刑法雑誌55巻２号（2016）253頁以下など参照。なお、「情報収集義務」を
めぐる議論自体は、かねてから存在している（三井誠「予見可能性」藤木英雄編『過失犯─新旧過失論
争─』（1975）149頁以下、松宮孝明『刑事過失論の研究〔補正版〕』（2004）293頁以下など参照）。
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前述の計画準備のための予見可能性との関係で、条理上義務付けることのできる内容
の結果回避義務が検討されている。具体的には、「ライフジャケット等装着義務」と

「退避計画義務」とが、両者をあわせて「計画準備義務」として検討されているので
ある。

　⑵　ライフジャケット等装着義務

　本判決は、増水等危難の予見可能性が認められる以上、被告人らは、あらかじめ河
川での遊泳に伴う危険性について十分な知識を習得する義務を負う、とした上で、水
難事故防止にライフジャケットが有効であることは常識に属する上、インターネット
等でもその有効性を認識することができたのであるから、通常人においてこれを着想
する契機があり、園児らがライフジャケットを適切に装着していれば、溺死や溺水に
よる傷害を防ぐことができる蓋然性が高いと認められるとして、園児らの溺水による
死傷結果についての結果回避可能性を認めている。
　また、ライフジャケットの貸出を申し込めば、僅かな送料負担のみで園児の人数分
のライフジャケットを調達することができたのだから、これを義務付けたとしても、
前記の類型的危険性に比して過大とはいえないとして、本件幼稚園としては、前記計
画準備のための予見可能性がある以上、増水による危険を防止できる措置として、ラ
イフジャケットを準備し、その予見可能性がより高まっていた以上、本件遊泳を実施
するに際し、ライフジャケットを園児らに適切に装着させる義務を負っていたとす
る。
　たしかに、ライフジャケットの有効性を認識し、これを準備し、園児らに装着させ
ることは可能であったと考えられる。しかし、これを刑法上の義務として、この違反
があった場合に、結果回避義務違反を認めることが、果たして妥当であるといえるか
については、やや疑問が残る。
　たとえば、自動車におけるシートベルトやチャイルドシートの着用義務のように、
法令上の根拠が存在する場合や18）、行政による何らかのガイドライン等が存在する場
合であれば別論19）、判決文中において示されている、『水辺の安全ハンドブック』の
ような20）、どの程度一般的に認知されているかも明らかではないものの存在のみから、
刑法上の結果回避義務を導くことは、行為者に過度な負担を強いるものといわざるを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
18）道路交通法71条の３参照。
19）たとえば、プールに関しては，「プールの安全標準指針（平成19年３月 文部科学省・国土交通省）」の

存在を確認することができる（http://www.caa.go.jp/csic/action/pdf/150501.pdf）。
20）http://www.kasen.or.jp/mizube/tabid129.html
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えないように思われる。
　思うに、過失の標準は、行為者の生活領域に属する一般人を基準とすべきものであ
る21）。この点、通常の幼稚園教諭であれば、園児の川遊びに際して、ライフジャケッ
トを全員分準備し、装着させることが、一般的なことであるとまではいえないように
思われる。たまたま今回のケースでは、準備しようと思えば準備することもできた、
ということでもって、これを一般的な義務とまでしてしまうのは、少なくとも刑法上
の結果回避義務としては、やや行き過ぎなのではないだろうか。少なくとも、私見と
しては、ライフジャケットの着用は、望ましい措置であるとはいえても、刑法上の義
務であるとまではいうべきではないように思われる。結果回避義務としてのライフ
ジャケット等装着義務は、否定されるべきである。

　⑶　退避計画義務

　本判決は、「河川の濁りの変化等を感知して、水の濁り等の増水の予兆が認められ
た場合には直ちに遊泳を中止して退避する義務、園児の遊泳範囲を園児であっても有
事に迅速な移動が可能な水深の浅い範囲に限定させる義務、あらかじめ、本件遊泳場
所付近を実地調査し、有事の避難方法・経路・場所等を十分に検討・確認し、その情
報を引率者及び園児全員に対して周知し、実際に増水等危難が発生した場合には、各
園児や各引率者にあらかじめ定めた退避方法等に従って速やかに退避させる義務につ
いては、仮にそれを履行したとしても、園児らが本件増水により流されることとなっ
た疑いを否定できず、結果回避可能性があったと認めることはできない」として、

「退避計画義務については結果回避可能性がなく、その違反による過失を認めること
はできない」としている。
　この点については、本判決の判断通り、結果回避可能性の点で疑問が残るといわざ
るをえない。退避計画義務は、否定されざるをえないであろう。

　⑷　小　括

　本件においては、結果回避義務として、「遊泳中止義務」、「ライフジャケット等装
着義務」、「退避計画義務」が検討されており、本判決においては、このうちの「ライ
フジャケット等装着義務」が認められ、この違反が結果回避義務違反にあたるとし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
21）東京地判平成13・３・28判時1763号17頁〔薬害エイズ帝京大学病院事件〕参照。なお、井田良『変革の

時代における理論刑法学』（2007）159頁以下、183頁以下も参照。
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て、X の過失が肯定されている22）。しかし、前述したとおり、本件においては、「ラ
イフジャケット等装着義務」についても、これを刑法上の結果回避義務として、これ
に対する違反を結果回避義務違反とすべきではなかったのではないかと思われる。

５　おわりに

　以上で検討してきたとおり、少なくとも、本判決において争点とされている各論点
からは、X を含む被告人らの刑事過失責任を認めることは難しいのではないかと思わ
れる。
　結果の予見可能性については、前述の中間項理論の採用などによって、とりわけ、
最高裁判例においては、近時、比較的緩やかにその認定がなされる傾向をみてとるこ
とができる。その一方で、JR 福知山線脱線事故をめぐる各判決のように、厳格に予
見可能性を認定する下級審判例も登場している。このような流れの中において、本判
決の予見可能性判断は、最高裁判例寄りの判断に属するものと位置づけることができ
よう。
　問題は、結果回避義務の判断についてである。結果回避義務違反は、過失犯におけ
る行為規範違反を意味するものであるから、その義務は、行為者の生活領域に属する
一般人全体を名宛人とするものでなければならない。それゆえ、本件についても、通
常の幼稚園教諭が、通常であれば行うべきことを行っていなかった、と評しうるとき
にはじめて、この義務に対する違反が認められるべきなのである。この点において、
本件は、不幸な事故ではあるが、その結果について、引率者に刑事責任を負わせるべ
きものとまではいえない事案だったのではないかと思われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
22）もっとも、X に対してのみこの義務が認められたことについては疑問が残るということは、２ ⑷ にお

いて前述した通りである。
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